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顧客支援サービス
◇わかりやすい企業診断
◇SWOT分析
◇マッチング　等

企業経営のレベルアップ
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RIPシステム

対 話

対 話

対 話

RIPシステムを活用した顧客支援サービス

平成27年度実績

主要なもの 件

わかりやすい企業診断 36,121
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継続的な経営課題の解決支援を通じて、
お取引先の成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、融資時だけでなく融資後においても、経営者の方とのフェース・ツー・フェースの対話を通じて個々の企業
の経営課題を把握し、お取引先が発展していくために必要な情報の提供や経営に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国約4.5万社のお取引先の情報をデータベース化した独
自のシステム「RIP（注）システム」を構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お取引先の皆さまをバックアップしています。
（注）�RIPとは、お取引先との対話を通じ、信頼関係（Relationship）を深めつつ、お取引先と日本公庫中小企業事業の知恵（Intelligence）を活かし、積極的な提案（Proposal）を行うこと

で、中小企業の皆さまの成長・発展を支援しようとする当事業の姿勢を表現したものです。

フェース・ツー・フェースで経営課題の解決を支援

情報提供・ネットワークの活用　経営課題の解決支援



わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより

2015年版中小企業白書のポイント

中小企業の景況は、足下では緩やかな回復基調が続いているものの、その一方で、消費税率引上げ後

の駆け込み需要の反動減や、原材料・エネルギーコストの上昇等の影響もあり、中小企業の収益環境は

引き続き厳しい状況にあります。

今回の中小企業白書では、第１部では、最近の中小企業・小規模事業者の動向についての分析に加

え、より中長期的な観点から、中小企業の収益力、地域の競争力について分析し、第２部では、企業の

収益力向上に関するテーマとして、イノベーション・販路開拓、人材の確保・育成について取り上げ、

第３部では、中小企業を含む地域社会が一体となった地域資源活用等の地域活性化への取組みについて

分析しています。
今回は、その中から、中小企業の動向、イノベーション、販路開拓、地域資源に焦点を当てて、ご紹

介します。

中小企業・小規模事業者の景況は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減によ

り、2014年４-６月期には、マイナス幅が拡大したが、足下では持ち直しの動きが見られる。

中小企業の動向

＜企業規模別に見た中小企業・小規模事業者の業況判断DIの推移＞

資料：中小企業庁・独中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

　注　業況判断DIは、前期に比べて、業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企業の割合（％）を引いたもの。
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中小企業事業本部
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インターネットサービス「ミラサポ」をご存知ですか？中小企業庁では、2013年７月末より、インターネットサービス「ミラサポ」を運営しています。ミ

ラサポは、日々の業務に忙しい中小企業・小規模事業者や起業を目指す方、専門家が集い、いつでも、

どこにいても支援情報を入手し、自由に情報交換ができる「コミュニティ」の場を提供している総合支

援ポータルサイトです。スマートフォンでも見ることができますので、ぜひ一度アクセスしてみて下さい。

次のページでミラサポの機能をご紹介します。

「ミラサポ」とは「ミラサポ」は、中小企業・小規模事業者のみなさまや起業を目指す方のつぎのようなお悩み

についてお役立ち情報を提供しています。

経 営 情 報
中小企業事業本部

2015.7.14

NO.400

マイナンバー制度
における対応

平成27年10月か
ら、日本国内の全

住民に一人ひとり
異なる12ケタの番

号（マイナンバー
）が通知

されます。個人が
特定されないよう

に、住所地や生年
月日などと関係な

い番号が割り当て
られます。

マイナンバーは、
平成28年1月以降

、国の行政機関や
地方公共団体など

において、社会保
障関係の

手続き、税務関係
の手続き、災害対

策の分野で利用さ
れるため、申請書

等への記載が必要
となります。

事業主は従業員か
らマイナンバーの

提示を受けて税や
社会保険の手続き

を行うことになり
ます。

本号ではマイナン
バー制度における

民間事業者の対応
をご紹介します。

マイナンバーの取
扱いが始まります

資料：内閣官房社
会保障改革担当室

・内閣府大臣官房
番号制度担当室広

報資料

平成28年１月から
社会保障・税・災

害対策の行政手続
きでマイナンバー

の使用が始まりま

す。それに伴い民
間事業者も、税や

社会保険の手続き
で、従業員などの

マイナンバーを取
扱

います。

経 営 情 報
中小企業事業本部
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平成2
8年度

中小企
業関係

補助金
のポイ

ント

（平成
27年

度補正
予算関

連を含
む）

　平成28年度における中小企業・小規模事業者関係予算案のポイントは、①被災地の中小企業へのき

め細かな支援、②中小企業の生産性向上支援、③TPPを活用した中小企業の海外展開支援、④小規模

事業者の持続的発展支援、⑤地域経済の活性化・新陳代謝の促進、⑥事業環境の整備となっています。

　本号では中小企業関係補助金の一部をご紹介しますが、各地自治体においても地域の事情に応じて

様々な支援メニューが用意されています。詳しくは、国・都道府県・市町村の施策が、簡単に検索・比

較検討できるインターネットサービス「ミラサポ」でご確認ください。

（注） 本号に掲載されている補助金情報は、発行時点のものです。最新の情報は窓口

機関のホームページまたは「ミラサポ」等でご確認ください。

中小企
業の生

産性向
上を支

援しま
す

●　試
作品や

サービ
スの開

発、生
産工程

の改善
のため

の設備
投資を

支援し
ます。

　１．革新的サービス・ものづくり開発支援（補助率：2/3）

　　⑴　【一般型】補助上限額：1,000万
円

　　　 　中小企業が行うサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備

投資等を支援します。

※複数社による共同事業は、企業数に応じて補助上限額を引上げ。

　（共同事業の補助上限額：個社の補助上限額×５社）

　　⑵　【小規模型】補助上限額：500万
円

　　　 　小規模な額で行う革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を

支援します。

　２．サービス・ものづくり高度生産性向上支援（補助率：2/3）

　　補助上限額：3,000万
円

　　IoT等の技術を用いて生産性向上を図る設備投資等を支援します。

〈募集
期間〉

平成2
8年２

月５日
㈮～平

成28年
４月1

3日㈬
［当日

消印有
効］

〈窓口
〉各地

中小企
業団体

中央会
　http

://www
.chuok

ai.or.jp
/josei/

27mh/
koubo

1-201
60205

.html

〈お問
合せ〉

中小企
業庁　

技術・
経営革

新課　
03-3

501-
1816

ものづ
くり・

商業・
サービ

ス新展
開支援

補助金
　1,0

20.5
億円

経 営 情 報
中小企

業事業
本部
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NO.4
02

平成
28
年度
税制
改正
のポ
イン
ト

本号
では
平成
28
年度
税制
改正
の概
要を
、中
小企
業経
営に
関連
する
項目
を中
心に
ご紹
介し
ます
。

主 な
 改

 正
 項

 目

１．
法人
実効
税率
の引
下げ

２．
【新
設】
新た
な機
械装
置の
投資
に係
る固
定資
産税
の特
例

３．
【延
長】
中小
企業
者等
の少
額減
価償
却資
産の
取得
価額
の損
金算
入の
特例

４．
【延
長】
中小
法人
の交
際費
課税
の特
例

５．
【拡
充】
外形
標準
課税
の拡
大と
中堅
企業
にお
ける
負担
変動
軽減
措置

６．
【見
直し
】減
価償
却方
法（
建物
附属
設備
・構
築物
の定
額法
への
一本
化）

７．
【縮
減・
廃止
】生
産性
向上
設備
投資
促進
税制
、中
小企
業投
資促
進税
制

１．法人実効税率の引下げ

　平成28年
度税制改正では、「

課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」という考え方

の下、平成27年
度に着手した成長志向の法人税改革を更に大胆に推進するとして、平成28

年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率を23.4
％（改正前：23.9

％）に引き下げ

ます。さらに、平成30年
４月１日以後に開始する事業年度から法人税率を23.2

％に引き下

げます。

　なお、中小法人の軽減税率の特例（
所得金額のうち年800

万円以下の部分に対する税率：

19％
→15％

）については、平成29年
３月31日

以前に開始する事業年度まで維持されます。

　また、法人事業税の外形標準課税の拡大とあわせて、所得割を引き下げた結果、国・地

方を通じた法人実効税率は、以下のように引き下げられます。

〈標準税率に基づく法人実効税率一覧〉

所 得
 区

 分

H27年
度

H28年
度

H29年
度

H30年
度

中
小
法
人

年400
万円以下の部分

21.4
2％

21.4
2％

25.9
9％

25.9
9％

年400
万円超　年800

万円

以下の部分

23.2
0％

23.2
0％

27.5
7％

27.5
7％

年800
万円超の部分

34.3
3％

33.8
0％

⬇
33.8

0％

33.5
9％

⬇

大法人（資本金１億円超の法人）
32.1

1％

29.9
7％

⬇
29.9

7％

29.7
4％

⬇

経
営
情
報中小

企業
事業
本部

2016.5.12

NO.403
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顧客支援サービスの内容

　中小企業事業のお取引先約4.5万社のデータに基づく同業
者比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加
価値分析など、お取引先の財務を多面的な角度から分析する

「わかりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お取引先の経営戦略策定をサポート
しています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」を発行し、お客さまに
役立つ情報を随時ご提供しています。

経営情報
　中小企業施策や制度融資のご案内、海外展開に関する情
報など、企業経営に役立つトピックスをコンパクトにまとめた
リーフレットです。

ＪＦＣ中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事や総合研究所の調査
資料など、経営の参考になる情報がカラーで見やすく掲載さ
れた情報誌です。

◦わかりやすい企業診断

◦SWOT分析

◦経営に役立つ情報の提供



第8回全国ビジネス商談会

インターネットビジネスマッチング

　中小企業事業では、平成28年2月22日、パシフィコ横浜にて
「第8回全国ビジネス商談会」を開催しました。
　本商談会には、中小企業事業のお取引先だけではなく、国
民生活事業や農林水産事業、さらに協賛機関である沖縄振興
開発金融公庫等のお取引先も加わり、北海道から沖縄まで、
全国の多様な業種の企業801社（過去最高）、1,926名が参加
しました。
　また、参加者のニーズに応え、大手企業の調達担当者の招
聘を前回の3社から38社へと大幅に拡充し、商談機会を増やし
ました。
　さらには、昨年に引き続きJETRO相談ブースを設置し、海
外展開に係る相談に対応しました。
　参加者からは、「本来であれば面談することも叶わない大手
企業と面談ができ、感謝している。」（参加企業）、「参加企業の
加工品質の高さなどを確認でき、サプライヤーを開拓するた
めの良いきっかけとなった。」（大手バイヤー）といった声が聞
かれました。

　日本公庫では、マッチングサービスを一層充実させるため、
日本公庫のお客さまにインターネットを通じて、販売先や原材
料の仕入先確保などのビジネスチャンスを広げていただくた
めの場をご提供しています。
　本サービスは、会員登録をしたお客さまが、売りたい商品・
サービス情報や、買いたい商品・サービス情報を登録して
ニーズが合致した他の会員と商談できるほか、登録されてい
る商品・サービス情報等を自由に検索して、新たなビジネス
チャンスを探すきっかけづくりにもご利用いただけます。

「 日本政策金融公庫 インターネットビジネスマッチング」
https://match.jfc.go.jp/

23 中小企業事業のご案内 2016

情
報
提
供
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用

　日本公庫は、国民生活事業、農林水産事業、中小企業事業がそれぞれ保有する専門的なノウハウやネットワークを相互に活用
したビジネスマッチングを推進しています。
　中小企業事業のお取引先同士だけではなく、国民生活事業や農林水産事業のお取引先とのマッチングも、商談会等の開催な
どにより、積極的にサポートしています。

マッチングサービス
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